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要約：本論文は農村金融の大宗をなす農協金融と政策金融における最近 17 年間の変化の特徴を中心に分析
したものである。農協金融は，貯貸率を高めることが課題であるので，その解決に向けて員外貸付に着目し
た分析を試みる。その結果，貯貸率を高めるために員外貸付の有効性が明示される。一方，政策金融は生産
力を高められるような意欲的な担い手をみいだし，積極的に資金を貸付けることが課題であるので，農業経
営改善関係資金制度に着目した分析を試みる。その結果，この制度は，中心をなすスーパー L 資金につい
てみれば，認定農業者を対象とし，貸付限度額引上等の貸付条件の変更によって長期・低利資金需要の高い
借り手のニーズに対応していることが解明される。農協金融における地域に開かれた進展の一方で，政策金
融において認定農業者を対象としたスーパー L 資金貸付の拡大が展望される。
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1．　は じ め に
　日本の農業専門金融機関は，農業協同組合（以下，農協
と略称）と日本政策金融公庫・農林水産事業本部（旧農林
漁業金融公庫，以下，日本公庫と略称）である。農協信用
事業における貯金等の資金調達と貸付金等の運用は農協金
融と呼ばれる。一方，日本公庫は，農業政策を展開するた
めに国からの助成措置によって長期・低利資金を認定農業
者等へ貸付ける株式会社である。
　農協金融は，元来，農業者正組合員を主な対象に相互調
達金融，対人信用，指導金融，非営利金融を原理として展
開されていた1）。これらの原理は，農業者が経済的弱者で
あるために銀行等の商業金融機関からの信用制限を受ける
ことを前提に成り立っている。しかし，農業者は経済発展
の中で経済的弱者といえなくなる2）。さらに貸付対象は，
正組合員だけでなく准組合員，員外へと拡大されていく。
農協金融の主な問題は 20％台という貯貸率の低さである。
その引き上げは，地域に入ってきたカネを地域で活用して
いくという地域資金循環だけでなく，利ざやの相対的に高
い貸付金で資金を運用するという農協経営上の課題でもあ
る。
　一方，農業政策金融（以下，政策金融と略称）は，主に日
本公庫資金，農業近代化資金，農業改良資金で構成されて
いる。日本公庫資金は，農業基盤整備資金（土地改良資金）
といった民間の金融機関の貸付けることの困難な長期・低
利資金の貸付の他に農業政策的な要請の強い農業経営基盤
強化資金（以下，スーパー L 資金という）等がある。政
策金融の主な問題は，農業経済情勢の悪化に伴う資金貸付
額の長期間にわたる減少である。政策金融の主な課題は，
農業投資によって生産力を高められるような意欲的な担い
手に対して積極的に資金を貸付けることである。
　論者は 2003 年に単著『農村金融論』をまとめた。その主
な内容は 1999 年度までのデータを使った現状分析である。
本稿は，その後農村金融の分野において変化がみられるの
で，主に 21 世紀に入ってからの変化の特徴を整理する。
このため論文の主題の「農村金融の構造」の意味は，長期
的な変化でなく，全体的なフレームとその内容の大きな変
化のことである。
　関連する時代背景は，農協金融に関してみればバブル経
済崩壊（1991 年）後の農協を含めた金融機関における不良
債権の顕在化とその償却，長引く平成不況，そして BIS 規
制下の早期是正措置（1998 年度）があげられる。政策金融
に関する時代背景は，食料・農業・農村基本法の制定（1999
年度），新しい基本法農政の展開に対応する政策金融の変
化（2002 年度）があげられる。さらに小泉構造改革（2001
～2006 年）の一環としての公共サービスの民営化が郵政事
業，道路関係公団等に及んだ。その一環として農林漁業金
融公庫が 2008 年に日本政策金融公庫へ統合される3）。
　本論文では，先にふれた農協金融，政策金融の問題点，
課題に焦点を当てて分析・考察することをとおして農村金
融における展望を提示する。
2．　農協金融の変化と展望
　⑴　多様化のニーズ
　農協金融は，農業の側面からみれば，農業専門金融機関
として運転資金を含めた農業金融の主柱である。多くの農
業者は，農協を通して農産物を販売し，その代金を農協に
ある農業者の口座へ振り込ませている。そして農業者は，
資金が不足したときに農協から運転資金を借りて農業経営
内資金循環を円滑化させている。このように農業者は，販
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売事業，信用事業という農協総合兼営事業のメリットを受
けている。
　その一方で，農協は，組合員の貯金口座へ農業者の農産
物販売収入だけでなく，農業者の年金，土地売却代金，農
外所得，非農業者の所得を取り込むと同時に農業者の他に
非農業者（准組合員，員外）へ資金を貸付けている。ちな
みに，販売農家の所得源泉は，2009 年度以降，農業担い
手の高齢化もあって，多い順に年金収入，農外所得，農業
所得である。
　農協は，貯金源泉及び貸付金内容の多様化という組合員
からのニーズを受けて，農業資金のウエイトを低下させて
きた。資金貸付残高に占める農業資金の割合が年々低下し，
すでに 1 割を下回っている。加えて農協の長期資金貸付の
内容は，表 1 のように 2011 年度残高ベースで多い順に住
宅資金が過半（52.7％）を占め，次いで市町村などの員外
貸付（19.6％）である。これは，農協にとって農業のみに限
定した金融業務を困難にする。
　このように農協の貯金及び貸付金内容の多様化は農協金
融の農業ウエイトを低める原因である。これは，農協が一
方において農業専門金融機関であるが，他方において地域
に開かれた金融機関であるということを意味している。ま
た准組合員比率は 2009 年度以降 50％を上回っている。農
協は准組合員の声を信用事業に反映させる仕組みの構築が
必要になってきた。
　⑵　低貯貸率問題
　農協の低い貯貸率は，地域内資金の地域内活用の不十分
さという地域資金循環の視点だけでなく，貸付金の利ザヤ
が信連預金の利ざやを上回るのにもかかわらず，貸付が伸
びないという農協経営の視点からも問題とされている。農
協の経営は，信用事業，共済事業によって支えられている。
農協は，貸付金が増えなくても都道府県信連，農林中金へ
預金すれば，金利の他に奨励金が付くので積極的に貸付け
を促さなかった。しかし，それが平成不況下で減少する。
そこで意欲的な農協は貸付に積極的になりつつある。資金
貸付の拡大が課題である。
　貯（預）貸率は，一般的に不況期に低下し，好況期に高
まる。しかし農協の貯貸率はそれと逆の傾向を示しやすい
という研究成果がある4）。それは，好況期に自己資金を用
いて投資し，不況期の金融緩和時に低下した金利の借入金
を利用することで説明されている。
　さらに貯（預）貸率は，マクロ経済学でいう資金余剰部
門である個人を主な顧客対象とする金融機関において低い
水準，資金不足部門である法人を主な顧客対象とする金融
機関において高い水準となる。農協金融は，個人を対象と
しているので低い水準の貯貸率になりやすい。ただ，個人
部分の貯（預）貸率について農協と都市銀行とを比較して
も，都市銀行が農協を上回っているという研究成果がみら
れる5）。
　貯貸率とは貯金残高に対する貸付金残高の割合のことで
ある。貯貸率を高めるには，分母の貯金残高を減らすか，
または分子の貸付金残高を増やさなくてはならない。貯金
残高を減らすことは現実的でない。農協金融（信用事業）
は貯金という方法で資金を集め，それを運用して利ザヤを
確保しなければならない。貯金を増やすことは，事業成果
（利ざや）を高めるための前提条件である。くわえて貯貸率
の変化は，貯金残高（コンスタントな増加）に比べて，よ
り変化のみられる貸付金残高の影響を受けやすい。
　貸付金は短期資金と長期資金とがある。前者の割合は低
下傾向にあり 2011 年度 5.6％と低い（表 1）。このため短期
資金よりも長期資金変化の貯貸率に及ぼす影響が大きい。
貸付金残高，特に長期資金残高を増やすことが課題になる。
　長期資金の主なものは住宅資金，員外貸付である。住宅
資金残高は比較的コンスタントに増加しているから貯貸率
変化に連動していない。そこで長期資金残高と員外貸付残
高との関係をみれば，図 1 のように，高い正の相関（r＝0.89, 
1995～2011 年度）のあることがわかる。すなわち，農協は
その構成員である正組合員，准組合員に対して，資金を貸
付けているが，それだけでなく員外に資金を貸付けている。
しかもそれが長期資金残高の変化に大きな影響を及ぼす。
　一方，貯貸率と長期資金貸付残高に対する員外貸付残高
の割合とは，図 2 のように概ね同様な動きをみせている。
すなわち，それは，員外貸付残高の割合が高まると貯貸率
も高まり，逆に員外貸付残高の割合が低下すると貯貸率も
低下するという関係である。このため農協の貯貸率につい
て過去 17 年間の員外貸付との関係に焦点を当てて分析を
試みる。
　貯貸率は，図 2 のように，1997 年度前後と 2009 年度前
図 1　長期資金と員外貸付との関係（1995～2011 年度）
表 1　農協の貸付金残高と構成
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後に高い。第 1 の貯貸率の高まる 1990 年代後半の時代背
景は，バブル経済がはじけた 1991 年以降の長引く平成不
況・不良債権増加の時代であった。それはより具体的にみ
れば，住専問題（1996 年），山一證券の経営破綻（1997 年），
金融庁発足（1998 年）と続く。日銀の金融緩和政策が展
開されても金融機関の「貸し渋り，貸しはがし」が相次ぐ。
　第 2 の貯貸率の高まる 2008 年度は，まだ記憶に新しい
米国発サブプライムローン不良債権問題の発生を契機とし
て世界中にこの問題を拡散させた（リーマンショック）年
度である。日本の景気は，両者ともに悪化している時期で
ある。農協の貯貸率は，景気悪化の時代に高まり，逆に景
気回復時に低下しやすいという特徴がある。その理由につ
いては，次の⑶員外貸付でふれることとする。
　⑶　員外貸付
　員外貸付の内容は，主に員外者の事業資金と市町村貸付
である。員外貸付は，図 3 のように，員外者の事業資金残
高の減少，市町村貸付残高の増加を示している。それぞれ
について，資金の需要者，供給者の視点から変化要因を考
察する。
　a）　員外者の事業資金
　資金需要者の側面から員外貸付の変化をみれば，員外者
（非農業者）の事業資金は増えてきたが，平成不況の中で減
少する。商業金融機関は，不良債権処理と一層慎重な貸付
方針によって貸付を抑制する。このため員外者は農協へ借
入のアプローチを試みる。しかし，員外者は農協から資金
を借りても資金の返済が困難になるケースが増加する。
　一方，資金の供給者である農協は，員外者の事業資金の
貸付を景気の悪かった 1990 年代後半に伸ばしてきたが，
不良債権問題もあって 21 世紀に入って減らしてきた。そ
れは，自己資本比率が基準値（国内業務を営む金融機関
4％）を下回った金融機関について金融庁からの指導を受
けるという早期是正措置が導入されており，農協のリスク
を組み込んだ BIS 規制に伴う自己資本比率を維持または
高めるための対応であった6）。
　b）　市町村貸付
　資金需要者である市町村の側面からは，平成不況下の税
収の伸び悩みによる市町村の資金不足が生じる中で景気対
策に対応するため多額の借入金を抱えることになる。加え
て，小泉構造改革によって，⑴公共サービスの民営化（郵
政事業，道路関係公団等），⑵三位一体の改革（国庫補助の
縮減，税財源の移転，地方交付税の一体的見直し）が展開
される。その中で市町村合併（平成の大合併）が行われる。
合併しようとする市町村は，一方において合併特例債（合
併に要する事業，基金の積立費用の 95％に地方債を充当
でき，その元利金の 70％を後年度 10 年間に普通交付税に
よって措置されるというもの）を中心とした財政支援策に
よって急速に市町村合併が進んだものの，他方で展開され
た三位一体改革による地方交付税の削減措置（2001～2005
年度の 5 年間にわたって毎年 1 兆円規模の削減）によって
合併後の市町村財政が改善されたとはいえなかった。この
ため市町村の資金不足が続いたことから資金需要は高かっ
たという背景がある。
　一方，資金の供給者である農協の側面からみれば，市町
村貸付は，BIS 規制による自己資本比率を計算するうえで，
リスク度が最も低く評価される。自己資本比率は，自己資
本をリスクアセットで割った比率のことである。リスクア
セットとはリスクウエイトを織り込んだ金融資産のことで
ある。このリスクウエイトは，金融資産内容（エクスポー
ジャー）毎に基準が決められている。それは，たとえば地
方公共団体への貸付：ゼロ％，信用保証協会保証付貸付：
10％，系統預金：20％，抵当権付き住宅ローン：35％，中
小企業向け，個人向け貸付：75％である。同じ 1,000 万円
の資金運用であってもリスクアセットは運用先によって異
なる。それは，市町村貸付の場合 1,000 万円（1,000＋1,000×
0）であるが，系統預金 1,200 万円（1,000 万円＋1,000×0.2），
中小企業，個人向け貸付 1,750 万円（1,000 万円＋1,000×
0.75）となる。このように，リスクアセットは，リスクの
高い資金運用になるにつれて金額が膨らむので，計算式の
分母であるリスクアセットの値を高めて自己資本比率を引
図 2　貯貸率と員外貸付との関係
図 3　員外貸付残高の推移
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き下げる。このため農協は，市町村貸付を自らの自己資本
比率を維持，高めるために必要としている。ただ市町村と
金融取引している金融機関は，農協だけでなく地方銀行，
信用金庫等がある。農協は，農村金融市場の中で市町村の
資金需要に積極的に対応しているものとみられる。このよ
うに，農協は市町村貸付を伸ばし，逆に員外者の事業資金
の貸付を抑えてきた。これは，事業資金貸付残高の減少を
市町村貸付が補ったことを意味している。
　員外者の事業資金，市町村貸付に共通している点は，好
況期に貸付金残高が減少し，逆に不況期に増加する点であ
る。員外者の事業資金は，不況期においてメインバンクか
らの信用制限が働いたものと考えられる。後者の市町村貸
付については，好況期において税収が増加するために借入
の必要性が低下し，逆に不況期において税収が減少するの
で借入の必要性が高まるものと考えられる。この資金需要
者側のメカニズムは，一般的にみられる好況期に資金需要
が高まり，不況期に資金需要が低下する動きと逆行したも
のであって金融市場を歪める。ただし 1997～2011 年度の 15
年間の GDP と員外貸付残高の伸び率との関係は，2005～
2007 年度の 3 年間において GDP：ゼロ％程度，員外貸付：
高い伸びという動きが影響して低い（r＝－0.44）。
　⑷　回帰分析による検証
　すでにふれてきた貯貸率と員外貸付，景気（GDP）との
関係を理論的（単純化）にまとめると以下のようになる。
その第 1 は，員外貸付の需要が拡大傾向にあることである。
すなわち貯貸率の変化と強い関係のある員外貸付の需要面
では，員外者の事業資金が市町村貸付に代替しながらも拡
大してきた。ただ近年（2009～2011 年度）の 3 年間の市
町村貸付残高が伸び悩みをみせており注意を要する。
　第 2 は，員外貸付の供給が資金量に関して弾力的なこと
である。員外貸付の供給面では，貯貸率 20％台というこ
とから資金供給において余裕がある。このため，BIS 規制
の下で不良債権の発生・増加を抑制することによる貸付の
コストパフォーマンスに留意すれば，同じ貸付金利であっ
てもさらなる貸付金額の増加は可能である。
　第 3 は，員外貸付と景気との関係が一般にいわれること
と逆であり金融市場を歪めやすいことである。
　第 4 は，貯貸率が員外貸付残高の他に物価水準の影響を
受けることである。物価水準については今まで触れてこな
かった点である。貯貸率と GDP デフレータ （ー総合的な物
価指数）との関係は，正の相関が認められる。それは，GDP
デフレーターが高まれば，貯貸率も高まり，逆に GDP デ
フレーターが下がれば，貯貸率も下がるという関係である。
より具体的にみれば，物価が上がれば，実質金利は下がる。
実質金利が下がれば，資金需要量を増加させ，貯貸率を引
き上げる要因になる。逆に，物価が下がれば，実質金利は
上がる。それが上昇すれば，資金需要量を減少させ，貯貸
率の引下要因になる。このように，GDP デフレーターは，
貸付金の実質金利をとおして貯貸率の変化に影響を及ぼし
ているものと考えられる。
　以上から，目的変数を Y：貯貸率の対前年度変化（ポイ
ント＝対前年度差），説明変数を X1：員外貸付残高の対前
年度伸び率（％），X2：GDP デフレータ （ー％）とした回帰
分析の結果は以下のようである。
　　　Y＝0.14＋0.077X1＋0.4X2
　　　　　　　　（4.1）　 （2.7）
　　　決定係数 R2＝0.81
　　　自由度修正済決定係数 R*2＝0.77
　　　計測期間：1997～2011 年度（n＝15）
　　　回帰式下のカッコ内は t 値。
　この回帰式は，GDP デフレーター X2 が同じとすれば，
員外貸付残高の対前年度伸び率 X1 の 1％の高まりは，貯
貸率の対前年度変化Yを0.077ポイント高めることを示す。
また員外貸付残高の対前年度伸び率 X1 が同じとすれば，
GDP デフレーター X2 の 1％の高まりは，貯貸率の対前年度
変化 Y を 0.4 ポイント高めることを示す。たとえば，2012
年度の場合，員外貸付残高の伸び率 X1 10％の高まりは，
貯蓄率変化 Y を 0.8 ポイント高めている。このようにみれ
ば，GDP デフレーター X2 の方が員外貸付残高の伸び率
X1 よりも貯貸率の変化 Y に 5.2 倍（0.4÷0.077）も強い影
響を与えているようにみえるが，そうでない。
　それぞれの目的変数，説明変数を平均ゼロ，標準偏差 1
になるように基準化したうえでの重回帰分析による標準偏
回帰係数は，X1：0.61，X2：0.4 であるから，GDP デフレー
ター X2 よりも員外貸付残高の伸び率 X1 の方が貯貸率の対
前年度変化 Y に及ぼす影響が大きいものと判断できる7）。
これは，分散が X1：28.6，X2：0.47 であり大きく異なって
いるからである。
　また，目的変数を説明するのに意味のない変数であって
も，説明変数を増やせば R2 を高める性質を修正するため
の自由度修正済決定係数 R*2 は 0.77 である8）。これから貯
貸率の変化 Y は，員外貸付残高の対前年度伸び率 X1, GDP
デフレーター X2 という 2 つの説明変数によって 77％説明
されることになる。
　員外貸付は，農協の自主的努力で貯貸率を高めることの
できる要因である。このため農協の員外貸付に積極的にな
ることの意味をみいだすことができる。
　それに対して GDP デフレーターは，日本銀行の物価安
定政策によって変化する性格のものである。ただ，これは
物価上昇→実質金利の低下→資金需要の高まり→貯貸率の
上昇（逆もある）という金融市場メカニズムが農協金融に
おいても作用していることを意味している。関連して，さ
きにみたように景気（GDP）と貯貸率の変化とは概ね逆の
動きであった。これは，金融市場メカニズムに適合する要
因（物価）と逆に歪める要因（GDP）の両面があり，この
計測期間において前者の貯貸率変化との関係がより強いと
いう研究結果である。なお景気と物価との関係は，この計
測期間において無相関（r＝0.014）であり，貯貸率変化に
対してそれぞれ独立して影響を及ぼしている。
　⑸　貯貸率引上げの抑制要因と展望
　農協は，今後員外者の事業資金に関して資金需要が高
まっても貸付に慎重になるであろう。それは，主に農協が
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BIS 規制によるリスクを組み込んだ自己資本比率を維持・
高めることが要請されているからである。農協は農業信用
保証制度を利用している。それに対し非農業専門金融機関
である地方銀行，信用金庫等は中小企業信用保証制度を利
用している。その中で農協が農業者でない中小企業等の員
外者の事業資金を貸付ける場合，農業信用保証制度の対象
とならないため，BIS 規制によるリスクを組み込んだ自己
資本比率を低めやすい。農協は中小企業信用保証制度に加
入できるが，基金造成のための出資金と交付金の支払いを
要するので，それが加入のネックとなっている9）。
　一方，市町村貸付残高は，先にふれたように増加してお
り，長期資金貸付残高の増加に貢献している。ただ市町村
貸付残高は，図 3 に示したように，近年（2009 年度以降 3
年間）停滞しており，員外者の事業資金貸付残高の大幅な
減少を何とかカバーしているにすぎないので注意が必要で
ある。市町村は財政難で資金が不足したからといって，そ
れを借入金で対応するには限界がある。とくに夕張市の財
政破たん（2006 年）を契機とした地方公共団体の財政の健
全化に関する法律（2007 年）の施行によって，普通会計と
特別会計及び公営事業会計を合算した市町村財政全体を連
結実質赤字比率，実質公債費比率，将来負担比率等で示し，
それぞれの財政健全化基準を下回ることが要請された10）。
もし，それらの値がそれぞれの基準を 1 つでも上回ると，
該当市町村は，財政健全化計画を作成し，それを公表しな
ければならない。このため，農協の市町村貸付残高が今後
も過去のトレンドで高まるとはいえない。
　以上のように，農協にとって BIS 規制下の早期是正措置，
市町村にとって財政健全化政策が作用しているので，それ
らが員外貸付の抑制要因になる。ただ，これらは自治体運
営，農協経営の側面からともに必要な措置である。今後の
員外貸付は，それらを踏まえたうえで持続的に展開される
ものと考えられる。加えて，農協長期資金貸付残高に占め
る住宅資金の割合は，1995 年度 24.8％，1996 年度 31.7％，
2003 年度 45.1％，2005 年度 51.1％と高まり，以降 50％台で
推移している。農業信用保証付きの住宅資金の貸付（非農
業者の付保証も可能）に力を入れている農協が増えている。
今後，農協は，市町村貸付と同時に准組合員，員外者を含
めた住宅資金の貸付拡大が展望される。
3．　政策金融の変化と展望
　⑴　制度資金貸付額の変化
　政策金融の主な資金は，日本公庫資金，農業近代化資金，
農業改良資金である。まず，それぞれの資金の貸付額の推
移をみておく。日本公庫資金の貸付額は，図 4 のように減
少傾向に歯止めがかかり，2007 年度から増加に転じ，2011
年度に2,000億円をこえている。日本公庫資金貸付額のピー
クは 1980 年度の約 4,500 億円である。日本公庫資金の貸付
額は，このピーク時から比べるとまだ低い水準にある。そ
うであっても，日本公庫資金は他の 2 制度資金と比べて，
その反転に注目される。
　農業近代化資金の貸付額は減少傾向を続け，2006 年度以
降 500 億円を下回り，2011 年度 374 億円である。この資金
貸付額は，ピーク時 1977 年度約 3,400 億円の 1 割程度ま
で低下する。農業近代化資金の主な原資は，農協資金（貯
金）であるから同じ制度資金であっても日本公庫資金（原
資：財政投融資資金）に比べて政策的な要請の弱い資金で
ある。このため農業近代化資金貸付額の減少は，農業経済
情勢の影響をより敏感に反映されている。農業経済の象徴
といわれる米価（生産者米価）は，1984 年をピーク（100.0）
として 2011 年 55.3 へ半減している。生産農業所得も 1978
年をピーク（100.0）として 2010 年に 52.4 とこれまた半減
している。
　農業改良資金の貸付額は減少し続け，2009 年度に 7 億円
まで低下したが，2010 年度以降増加に転じ始めている。
この資金の貸付額のピークは 1991 年度の約 500 億円であ
る。そこから貸付額は 2009 年度の約 7 億円まで低下した。
農業改良資金は，設立当初（1956 年度）から無利子資金で
あるのにもかかわらずピーク時と比較して 1.4％まで低下
し，これら 3 制度資金の中で最も低い。無利子であるがゆ
えに，持続農業法，六次産業化法等の各種法律に基づく事
業計画の認定という借入手続き上の煩雑さ，制約があるた
めに資金需要を低下させている。この資金の貸付額が 2010
年度から増加へ反転し始めたのは，貸付先を都道府県から
農業専門金融機関である日本公庫へ変更した時期と一致し
ている。
　⑵　農林漁業金融公庫の再編
　旧農林漁業金融公庫は，1953 年度に設立され，農林漁業
分野の政府系金融機関であり，長期・低利資金の貸付を特
徴として展開している。ここでは農業金融に限定して，公
庫の再編過程の概略を整理し，貸付額の増加要因を検討す
る。
　旧農林漁業金融公庫は，小泉構造改革による公共サービ
ス民営化の流れの中で 2008 年 10 月に株式会社日本政策金
融公庫に統合された。日本公庫は，⑴民業補完，⑵民間金融
機関の競争促進への貢献という役割を担うこととなる11）。
図 4　主要制度資金貸付額の推移
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民業補完とは，民間の金融機関において困難な資金貸付を
行うという意味であり，かねてからいわれていた役割であ
る。後者の民間金融機関の競争促進への貢献とは，日本公
庫が民間金融機関との連携・協調に基づき農業情報等の提
供を図り，民間金融業態間のより競争的な地域密着型金融
の展開を促すという新しい役割である。金融庁は，2005 年
3 月に地域密着型金融の機能強化の推進に関するアクショ
ンプログラム（2005～2006 年度）を公表した。そこでは
⑴地域金融機関の取引先に対する経営相談・支援機能の強
化，⑵担保・信用保証に過度に依存しない融資の促進，⑶
地域の利用者の利便性の向上等地域密着型金融を推進す
る，と記されている。バブル経済崩壊後，徐々に明るみに
なった金融機関における不良債権の増大とその後における
償却は，自らの金融資産および自己資本の減少を招く。そ
の中で金融機関は資金の貸付に慎重になる。その結果，日
銀は，長引く平成不況を脱するための金融緩和政策を図っ
ても，金融機関の貸付抑制によって効果が出てこない。ア
クションプログラムはこのことへの対策である。日本公庫
（旧農林漁業金融公庫）は，このアクションプログラムに民
間金融機関とのパートナーシップの確立（経営基本計画：
2005～2007 年度）というかたちで対応する。より具体的に
みれば，日本公庫は，⑴業務協力金融機関との連携・協調
に基づく農業・食品業界動向の情報提供，⑵農業版スコア
リングサービス等のリスク評価に関する情報提供，⑶人材
交流を行う。これは民間金融機関の農業に関する情報の非
対称性を緩和する契機になる。民間の非農業専門金融機関
は，日本公庫との協調融資のもとで，農業法人を対象とし
た長期資金よりもリスクの低い短期・中期運転資金の貸付
を中心に考えるであろう。
　⑶　貸付条件の変更
　農水省は，食料・農業・農村基本法において農業担い手
の育成が重要視されたことを反映させて 2002 年度に農業
経営改善関係資金制度を創設する。そして貸付の主な対象
を認定農業者とする。この制度は，主にスーパー L 資金，
農業改良資金，農業近代化資金というこれまでの主要制度
資金と新規の経営体育成強化資金で構成される。後者の経
営体育成強化資金はスーパー L 資金の貸付対象（認定農業
者）から漏れた農業者用につくられる。しかし，この資金
は，貸付限度額・個人 1.5 億円，法人 5 億円，融資率 80％，
金利年 1％，据置期間 3 年以内という貸付条件についてスー
パー L 資金よりも劣っている。このため，資金貸付がスー
パー L 資金へ偏りがちになりやすいので，この資金を除
外して議論を進める。
　まず，スーパー L 資金は，農業総合施設資金を引き継ぐ
かたちで大規模借入案件に対応できるように 1994 年度に
創設された政策的要請の強い資金である12）。創設当時，農
業は，稲作をはじめとした耕種部門の生産性の向上が課題
とされていた。スーパー L 資金は，貸付対象者を認定農業
者とし，農地購入に関する資金の複数回借入を可能にする
等金融面から政策課題に対応していく。スーパー L 資金に
おける貸付条件の特徴は，表 2 のように，第 1 に，貸付対
象者を認定農業者に限定していることである。第 2 は，貸
付限度額が個人 3 億円，法人 10 億円と大きいことである。
第 3 は，返済期間が 25 年以内と長期なことである。元金
の返済が猶予される据置期間は 10 年以内である。第 4 は，
農地の購入が貸付対象になっていることである。第 5 は，
長期運転資金として貸付けることができることである。
スーパー L 資金は，主に建物・施設，農機具取得，農地
購入のために貸付けられている。
　農業近代化資金における貸付条件の特徴は，第 1 に，貸付
対象者を認定農業者に限定していないことである。第 2 は，
貸付限度額が個人 1,800 万円，法人 3,600 万円とスーパー
L 資金と比べて小さいことである。第 3 は，返済期間が個
人 15 年以内（据置 7 年以内）とスーパー L 資金に比べて
短い点である。第 4 は，農地購入が貸付対象になっていな
いことである。農業近代化資金は主に建物・施設取得，農
機具取得のために貸付けられている。
　スーパー L 資金，農業近代化資金の貸付金利は同率であ
る。表 2 において貸付金利は，スーパー L 資金の場合，
年 0.45～1.0％，農業近代化資金の場合，年 0.45～0.85％と
ある。貸付金利は，返済期間が長くなるにつれて高まるよ
うに設定されている。返済期間 14～16 年の場合，両者の
貸付金利は同じ年 0.85％である。
　認定農業者が借入れるスーパー L 資金と農業近代化資
金は，2007 年度から 2009 年度の 3 年間にわたり貸付全期
間の無利子化措置が実施された。これらの資金は，続く
2010 年度以降，貸付当初 5 年間に限った無利子化措置に
変更される。農林水産長期金融協会（2013）は 2007～2009
年度の貸付全期間無利子化措置の効果について，特に農機
具購入の増加をあげている。さらに同協会は，2010 年度の
貸付当初 5 年間無利子措置の効果について，農業近代化資
金の場合，家畜購入，スーパー L 資金の個人の場合，農地
取得，スーパー L 資金の法人の場合，短期運転資金の増え
たことをあげている13）。
　無利子化措置は借入者へ大きな影響を与える。なぜなら
ば借入者にとって，全期間無利子措置はいうまでもなく，
貸付当初 5 年間の無利子化措置においても，据置期間にお
いて金利のみの返済であったが，その金利を 5 年間財政的
表 2　農業経営改善関係資金制度の制度資金貸付条件
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助成によって返済しなくてもよいことになるからである。
なお，2010 年度の貸付当初 5 年間無利子化措置は，借入額
500 万円以上，稲作に関して米戸別所得補償モデル事業へ
の参加が両資金の貸付の前提とされている。
　農業改良資金における貸付条件の特徴は，第 1 に，貸付
用途を新技術，新作物の導入，新たな加工・販売の取組等
へチャレンジする場合に限定されている点である。しかも，
関係法に基づいて作成された事業計画の認定という制約条
件がある。第 2 は，無利子資金である。第 3 は，農業改良資
金とスーパー L 資金とのセット融資も可能なことである。
なおこの資金の貸付機関は 2011 年度に都道府県から日本
公庫へ変更された。
　貸付限度額の変化をみれば，農業近代化資金の場合 2003
年度個人 18 百万円，法人（認定農業者）36 百万円であるが
現在でも変わっていない14）。それとは対照的にスーパー L
資金の場合，2008 年度個人 1.5 億円，法人 5 億円から 2012
年度個人 3 億円，法人 10 億円へ 2 倍拡大されている。農
業近代化資金の融資率は 80％から 100％へ引き上げられ
る。
　農業改良資金の場合，貸付限度額は 2008 年度個人 1.8
千万円，法人 5 千万円から 2012 年度個人 5 千万円，法人 1.5
億円へ飛躍的に拡大されている。返済期間は 10 年以内か
ら 12 年以内へ引き伸ばされる。融資率は 80％から 100％
へ引き上げられる。農業改良資金は，新しいことへのチャ
レンジ資金であるがゆえに資金返済リスクが高いので少
額・無利子貸付を特徴としていた。しかし，農業改良資金
は，貸付限度額引上等の貸付条件の変更によって基本法に
沿った新規の六次産業化等へのチャレンジが期待されてい
るものとみられる。
　⑷　制度資金貸付促進の課題
　本論文の冒頭で記した農業投資によって生産力を高めら
れるような意欲的な担い手として，政策金融では認定農業
者を優先的に位置づける。そして農水省は，認定農業者の
投資に対応可能なように貸付条件の変更と無利子化措置を
講じる。
　制度資金の貸付額は，スーパー L 資金の場合，すでにふ
れたように 2007 年度から増加に転じている。無利子化措
置が同年度から展開されている。スーパー L 資金貸付額の
反転増加（図 4）は，この無利子化措置が貢献しているも
のと考えられる。
　一方，農業近代化資金の貸付額は，無利子化措置の対象
資金であるのにもかかわらず，スーパー L 資金と対照的に
減少傾向を続けている。農業近代化資金とスーパー L 資
金の貸付条件上の主な違いは貸付限度額にある。認定農業
者に対するスーパー L 資金の貸付限度額は無利子化措置
の始まる 2007 年度当時，個人 1.5 億円，法人 5 億円である。
それに対して，農業近代化資金の貸付限度額は個人 1,800
万円，法人 3,600 万円である。農業近代化資金の貸付主体
である農協は，「少額資金の貸付について農業近代化資金
で，多額資金の貸付に関してスーパー L 資金で」という棲
み分けで対応してきた。しかし，制度資金の貸付対象者を
大規模農業者を中心に構成される認定農業者優先とした新
しい政策の中では，従来の棲み分け方式が通用しにくく
なっている。このため，農業近代化資金についても貸付限
度額の引き上げが今後の課題である。
　農業改良資金は 2011 年度に貸付限度額，返済期間，融
資率の引き上げを図った。その結果この資金の貸付額が増
加へ転じつつある。
　今までは貸付金額ベースで変化を捉えてきた。変化の側
面をみるには，残高ベースよりも貸付金額ベースの方がよ
り鮮明に示されるからである。貸付金額はその年に貸付け
られた金額のことである。それに対して貸付金残高は，そ
の年に存在する貸付金額のことである。したがって貸付金
額がどれだけ存在するのかという点を理解するには残高
ベースでみなければならない。日本公庫（農業）の資金貸
付残高は，図示していないが 2007 年度以降 1 兆 5 千億円
をやや下回っている程度で安定的に推移し，増加していな
い。貸付金額が増加しているのにもかかわらず貸付金残高
が増えていないのは，過年度借入分の返済額の多さのため
である。
　それに対して農業近代化資金の貸付金額は減少し続けて
いる。このためこの資金の貸付残高は 2 千億円台で減少し，
2011 年度にそれを割り込んでいる。このような貸付金残高
の変化の中で認定農業者対象資金の位置づけをみることに
する。
　まずスーパー L 資金は，すでにふれたように認定農業者
を貸付の対象としている資金である。日本公庫（農業）資
金貸付残高全体に占めるスーパー L 資金の割合は，図 5 の
ように，年々高まり 2008 年度に約 4 割である。この割合は，
貸付全期間無利子化措置が行われた中で 2007 年度から
2008 年度までの 2 年間において特に高まっている。しか
しこの割合は，貸付当初 5 年間の無利子化措置に変更した
2010 年度以降，低下に転じている。それは，日本公庫（農
図 5　認定農業者対象資金の割合
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業）貸付金残高全体の変化に比べてスーパー L 資金の貸
付残高が 2009 年度 5,787 億円をピークに 2011 年度 3,818
億円へ大幅に減少しているからである。
　同様な動きは，農業近代化資金にもみられる。農業経営
改善関係資金制度は 2002 年度に創設されたが，同年度に
農業近代化資金の中に認定農業者対象資金の特例措置が設
定された。その後農業近代化資金貸付残高に占める認定農
業者への貸付残高の割合は急速に高まり 2009 年度におい
て 4 割をこえている（図 5）。農業近代化資金の場合も貸
付全期間無利子化措置が行われた中の 2 年間においてその
割合を特に高めている。農業近代化資金は，先にふれたよ
うに貸付残高が減少している。その中で認定農業者への資
金貸付残高の増加は，この割合を急速に高める。しかし，
貸付全期間無利子化措置が貸付当初 5 年間無利子化措置へ
変更された 2010 年度以降この割合は急速に低下している。
それは農業近代化資金貸付残高全体が減少している中で
あっても，認定農業者対象資金の貸付残高がそれを上回る
ペースで減少しているからである。この認定農業者対象資
金の貸付残高は，2009 年度の 977 億円をピークに 2011 年
度 651 億円へ減少している。
　貸付全期間無利子化措置には疑問がある。その第 1 は，
貸付全期間無利子化措置変更後の反動が大きいことであ
る。すでにふれたように認定農業者に対する貸付全期間無
利子化措置は，貸付金残高を飛躍的に増加させたが，その
反動も大きなものがあった。これは安定的な貸付促進につ
ながっていないことを示している。
　第 2 は，補助金による貸付全期間無利子化措置に関する
ものである。無利子資金は，資金の借り手である認定農業
者にとって，利息分の返済負担を皆無にするのでメリット
が大きい。一方，資金の貸し手である日本公庫，農協にとっ
て，資金調達コストがかかっているので，それに見合う貸
付金利息は必要である。結局その利息は国民の税金からま
わされる補助金によって負担されている。したがって，全
ての認定農業者の農業経営が危機的状況なのか，という視
点からこの補助金交付の正当性がなければならない。認定
農業者の農業経営成果は多様であって一律に決めつけられ
ないのである。
　第 3 は，貸付全期間無利子資金は金融なのかという疑問
である。全期間無利子の資金貸付によって農政課題に金融
面から応えるといっても，それは金融といえない。金融と
は基本的に預貯金で資金を調達し，その資金を貸付金等で
運用して利ざやを確保するというメカニズムのことであ
る。利子補給によって低利化して貸付を促すことは，金融
のメカニズムを前提にした政策的関与である。しかし，無
利子化することになれば，補助金の交付と変わりない。認
定農業者（借り手）は，無利子化措置によって利息返済の
義務を免れても元本の返済義務を持つ。しかしそれは代表
的投資である施設，農機具の場合，基本的に法定化されて
いる減価償却費で対応できるものである。その意味で利息
こそが借り手にとっての金融上の負担なのである。
　金融面から農政に応える場合，以下の視点からの政策的
な改善措置が課題である。それは⑴農業生産の特性を認識
しつつタイムリーに資金を貸付けること，⑵農業投資に
よって生産力（資金返済能力）を高められるような意欲的
な担い手（認定農業者）を対象とすること，⑶認定農業者
の資金需要に対応するように貸付条件を変更すること，⑷
仮に生産力の低い農業者へ制度資金を貸付ける場合，無利
子化でなく，生産力（資金返済能力）を高められるような
教育的指導等の別のオプションの必要なこと，⑸農業改良
資金は無利子であるがゆえに借入の制約条件が多く，資金
需要を抑制しているので，有利子化して規制緩和する必要
がある。
4．　農村金融の展望
　農村金融の主役は農協金融と政策金融である。本稿では
農協金融について貯貸率の低位水準を問題とし，貯貸率と
員外貸付との関係性に着目してきた。その結果，貯貸率を
高めるには員外貸付を促すということが結論である。ただ，
BIS 規制，財政健全化政策という員外貸付を促すことに対
するハードルがあるので，過去のような高い伸びは期待で
きない。そうであっても員外貸付及び住宅資金の貸付を中
心として，よりサステナブルにこのハードルを乗り越えて
いくことが見込まれる。農協金融は，農業者を対象とした
ものから非農業者を含めた地域に開かれた金融へさらに変
化していくことが展望される。
　一方，政策金融は，食料・農業・農村基本法にもとづく
農政に金融面から応えるために，農業経営改善関係資金制
度が創設される。そしてこの制度にすでにあるスーパー L
資金，農業近代化資金，農業改良資金を組み込み，認定農
業者を優先した貸付対象とし，長期・低利資金を貸付ける。
　スーパー L 資金は，貸付全期間無利子化措置の実施後の
貸付当初 5 年間無利子化措置への見直によって貸付額の一
時的な減少があっても，2006 年度までの資金貸付残高の増
加からみて，そして借り手である認定農業者の多額の資金
を長期・低利で借りること等の資金借入ニーズからみて，
今後，貸付額が伸びるものと展望される。
　無利子の農業改良資金は，新技術導入の他に六次産業化
等の投資も対象になり，貸付限度額，返済期間，融資率の
引き上げによって貸付額が増加へ反転しつつある。ただ，
この資金は，無利子であるゆえの借入制約条件によって資
金需要を抑制しているので，有利子化して規制緩和を促す
ことが必要である。
　認定農業者を貸付対象とした農業近代化資金（表 2）は，
貸付額減少要因として貸付限度額が小さく認定農業者の
ニーズに十分対応していないことがあげられる。残高ベー
スの農業近代化資金全体に占める認定農業者向け貸付の割
合は高まる傾向にあり，2009 年度にスーパー L 資金と同様
に約 4 割になった。今後，農業近代化資金も認定農業者に
対する資金貸付へ一層シフトするものと見込まれる。それ
だけに「少額資金の貸付を農業近代化資金で，多額資金の
貸付をスーパー L 資金で」という棲み分けは，農業経営改
善関係資金制度内における認定農業者対象資金では通用し
にくくなった。このため農業近代化資金の貸付限度額の引
き上げが課題である。
9農村金融の構造と展望
　今後の農業資金の貸付は，制度資金とりわけスーパー L
資金を中心として拡大していくことが展望される。
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Summary：Rural  finance  is mainly constructed by finance of agricultural cooperative and government 
programmed agricultural loans.  This paper focuses on some changeable characteristics of these finances 
in the past 17 years, 1995～2011.  A problem with the finance of agricultural cooperative is the low ratio 
of loans to savings ; 26.4～31.2%.  Agricultural cooperatives are increasing the amount of non-agricultural 
business loans, municipality loans to non-members, and also home loans.  The ratio of loans to savings and 
amounts of loans for non-members show similarly changing shape ; correlation coefficient r＝0.83, n＝16.  
In conclusion, the promotion of lending to non-members is effective in raising the ratio of loans to savings.
　　On the side of  the government programmed agricultural  loans, one problem was the decrease of 
lending amount  from 1977  to 2006.   The central government established a new  loans system  ; Farm 
Management Improvement Loans System,  in 2002.   The new system increases the amount of super L 
loans  and  agricultural  improvement  loans by  a  longer  repayment period,  lower  interest  rate  and 
expansion of the upper limit frame of amounts of loans.  The amount of agricultural modernization loan is 
decreasing.  This loan is needed for greater expansion of the upper limit frame of amounts of loans.  In 
conclusion, these targeted loans for the bigger farmers are effective for expanding agricultural loans.
　　Perspectives of rural finance are as follows ; (1) Finance of agricultural cooperative will possibly raise 
the ratio of loans to savings by more lending to non-members and more housing loans.  (2) Government 
programed  loans are able  to shown a perspective on expanding agricultural  loans by use of  the  farm 
management improvement loans system to the bigger farmers.
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